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令和 5年（2023 年）　
税制改正解説第58回
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別図 B
適格請求書発行事業者となる小規模事業者に係る税額控除に関する経過措置（令和5年10月から3年間が適用期間）

事務負担の軽減に関する経過措置（令和5年10月から6年間の課税仕入れに適用）

適用対象者 イ）免税事業者が適格請求書発行事業者となった者　　　ロ）課税事業者選択届出書を提出した者
※課税期間の特例を受ける場合及び令和 5年 10 月以前から課税事業者選択届出書を提出している場合は経過措置の適用対象外

経過措置内容 課税標準額に対する消費税から控除する金額を当該課税標準額に対する消費税の 8割を乗じた金額とすること
が出来る。つまり「売上に係る消費税－売上に係る消費税× 80％＝納付消費税額」

適用方法 確定申告書に適用を受ける旨を付記するのみ。

適用対象者
以下のいずれかに該当する事業者
イ）基準期間における課税売上高が 1億円以下　　　ロ）特定期間における課税売上高が 5,000 万円以下
※基準期間：原則として個人は申告対象年の前々年、法人はその年の前々事業年度
※特定期間：原則として個人は申告対象年の前年 1月から 6月まで、法人はその年の前事業年度開始の日から 6ヶ月

経過措置内容 課税仕入に係る支払対価の額が 1万円未満の取引について一定の事項が記載された帳簿の保存のみで仕入税額
控除可能（原則はインボイスの保管が必要）

①相続時精算課税制度における基礎控除の新設
　→制度適用後も毎年 110 万円以下の贈与は申告不要。

②災害により被害を受けた場合の再計算の導入
　→贈与後に土地・建物が災害により一定以上の被害を受
けた場合には持ち戻し価額の再計算を行う。

別図 A

改正前：相続または遺贈により財産を取得した者は相続開
　　　　始前 3年以内の被相続人からの贈与が持ち戻し
改正後：相続または遺贈により財産を取得した者は相続開
　　　　始前 7年以内の被相続人からの贈与から 100 万
　　　　円を控除した残額を持ち戻し

①贈与者の死亡時に教育資金に未使用の残額がある場合には残額が相続税の課税対象。ただし受贈者が次のいずれかに該当
している場合には相続税の課税対象外とする。

②受贈者が 30 歳に達したときなど、教育資金贈与信託の終了時に未使用の残額が残っていた場合に贈与税を課税するが、
その贈与税の税率は特例税率ではなく、一般税率を用いる。（結婚子育て資金の一括贈与の非課税措置についても同様の
改正を行なった上で、2年延長）

暦年贈与と相続時精算課税の生前贈与加算の違い
暦年贈与 相続時精算課税

算
加

間
期 最大7年 相続時精算課税適用後、

すべての贈与財産

し
戻
ち
持

額
価
の 贈与時の価額（土地建物

の災害特例なし）
贈与時の価額（土地建物
の災害特例あり）

時
し
戻
ち
持

額
除
控
の 持ち戻し財産の評価額

合計－最大100万円（延
長4年間分の贈与財産に
ついてのみ）

持ち戻し財産の評価額
の合計－贈与年数（令和
6年以降）×110万円

相続開始日 加算期間 改正の影響
令和8年12月31日まで 3年 なし
令和9年1月1日～
令和12年12月31日まで

3年超
7年未満 あり

令和13年1月1日以降 7年 あり

贈与税の計算方法 ｛（贈与額－ 110 万円）－ 2,500 万円｝×一律 20％
贈与税の申告 贈与額が受贈者一人あたり年間 110 万円以下の場合、申告不要
加算する贈与財産 対象範囲 制度適用後のすべての贈与財産（年間 110 万円までの贈与財産は加算対象外）

評価額 贈与時の価額（土地建物が災害により一定の被害を受けた場合は再評価）

相続時精算課税制度の見直し（令和6年1月以降の贈与に適用）

生前贈与加算の加算期間の見直し（令和6年1月以降の贈与により取得する財産に係る相続税に適用）

教育資金の一括贈与の非課税措置の見直し
　（令和5年4月以降に取得する信託受益権にかかる相続税・贈与税に適用して、適用期間を3年延長）

・23 歳未満である場合
・学校等に在学している場合

・教育訓練給付金の支給対象となる教育訓練受講中
ただし被相続人の相続税の課税価格が 5億円を越えるときは上記に該当していたとして
も、相続税の課税対象。

法人税 中小企業者の軽減税率が２年間延長

所得税
①NISA 拡充・恒久化。生涯で最大 1,800 万円までの株式投資における配当金や譲渡益が非課税に。
②空き家に係る譲渡所得の特例（3,000 万円控除）において、買主がリフォームや取り壊しを行っていても適用
可となる。法定相続人が 3人以上の場合は控除額が一人あたり 2,000 万円に縮小。
③令和 8年以降、個人事業主の各種届出書等の手続きが簡素化。記帳水準向上のための青色申告制度見直し。

＼  おさえておきたいその他の改正！／


